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1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ１．土木工事標準積算基準書等の改定理由

3

 宮城県土木部制定の土木工事標準積算基準書等については、国土交
通省の土木工事標準積算基準書等と同様の内容としている。

 国土交通省において、施工合理化調査等の実態調査（※）の結果に
より、現場実態と乖離が見られたことなどに基づき、令和６年４月
１日適用として基準書の改定を行ったことから、本県でも同様の内
容に改定するもの。

※実態調査の種類（参考）
• 施工合理化調査
• 機械損料調査
• 諸経費調査 等



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ２．土木工事における現場管理費の改定

4

 最新の実態を踏まえ、書類作成の経費や下請けの本社経費などによる現場管理費
の増加を反映し、改定するもの。

Ｎｐ:純工事費（直接工事費＋共通仮設費）



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ

（１）新規工種の制定（４工種）
① 排水材設置工（構造物背面排水）、② 仮締切工（砂防コンクリート締切）、
③ 舗装版削孔工（アスファルト舗装版）、④ 泥水運搬工

（２）既存制定工種の改定（５工種）
① 薬液注入工、② 鋼管・既製コンクリート杭打工（中掘工）、
③ かごマット工（多段積型）、④ 集排水ボーリング孔洗浄工、
⑤ トンネル照明器具清掃工

３．土木工事標準歩掛の制定及び改定

5

 土木工事標準歩掛は、ある作業を行うときに作業員、作業機械、資材がどれだけ
必要かを数量としてまとめた（数値化した）データである。

 「施工合理化調査等の実態調査」の結果を踏まえ、新規工種を４工種制定及び既
存制定工種を５工種改定するもの。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（１）① 排水材設置工（構造物背面排水）【制定】

6

【工法の概要】
構造物（橋台、擁壁、ボックスカルバート等）埋戻背面のコンクリート面等において、湧

水及び浸透水等の排水を促すために設置する帯状の排水材を設置する工法である。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 排水材規格:幅２００ｍｍ以上６００ｍｍ以下、
厚２０ｍｍ以上５０ｍｍ以下の場合に適用

 コンクリート釘、接着剤、固定金具等を用いて
固定する方法を標準

【適用時の主な注意事項】
 歩掛は、現場内小運搬を含む設置作業であり、
埋戻しは含まない。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（１）② 仮締切工（砂防コンクリート締切）【制定】

7

【工法の概要】
砂防工（本堰堤、副堰堤、床固め、帯工、水叩き、側壁、護岸）の施工に伴うコンクリー

トにより仮締切の設置・撤去を行う工法である。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 木製型枠設置・撤去、ケレンはく離剤塗布、足
場設置・撤去、コンクリート打設、コンクリー
ト仮締切撤去の施工歩掛を制定

【適用時の主な注意事項】
 コンクリート養生で、特殊養生（練炭）や
ジェットヒータ養生に要する費用は、別途考慮
する。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（１）③ 舗装版削孔工（アスファルト舗装版）【制定】

8

【工法の概要】
刃先にダイヤモンド砥粒が埋め込まれたダイヤモンドビットを高速回転させることでアス

ファルト舗装版をせん孔し、ガードレールの支柱を建て込むための孔あけ等を行う工法であ
る。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 ガードレールの支柱建込用の孔あけ等を目的と
した、アスファルト舗装版の削孔作業を新たに
制定

 削孔径６０ｍｍを超え２００ｍｍ以下、削孔深
４００ｍｍ以下の場合に適用

【適用時の主な注意事項】
 足場が必要な場合、舗装版削孔時に発生する濁
水の運搬及び処理費が必要な場合は別途計上す
る。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（１）④ 泥水運搬工【制定】

9

【工法の概要】
本工法は、地盤改良及び基礎工事の施工に伴い発生する泥水を、側溝清掃車を使用して吸

入・運搬・排出する工法である。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 運搬距離別の日当り運搬量を設定（ＤＩＤ区分
設定なし、適用可能運搬距離８０ｋｍ以下）

【適用時の主な注意事項】
 運搬距離は搬出先までの片道距離であり、現場
に戻る復路の距離が異なる際は平均値とする。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（２）① 薬液注入工【改定】

10

【工法の概要】
本工法は、地盤改良工法の一種で、薬液を粘土、シルト、砂質土等の地盤に注入し、地盤

の透水性の減少及び地盤の強度（固結度）の増加を図る工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】
 諸雑費計上の使用機械・機材の規格及び保有区
分の見直し

（注）本歩掛で対応しているのは、実践部分のみである。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（２）② 鋼管・既製コンクリート杭打工（中掘工）【改定】

11

【工法の概要】
埋込み杭工法の一種で、あらかじめ杭中空部にオーガスクリュを挿入、杭建込を行った後、

削孔と同時に杭を圧入していく工法である。杭打設後は、モンケンなどにより杭を打撃し支
持層に打込む方法と、グラウト材を支持層に注入し杭と一体化させる方法がある。

【施工フロー】 【主な改定概要】
 杭吊込・杭建込作業等に使用するクローラク
レーンの排出ガス対策区分を見直し

 掘削土の処理作業に使用するバックホウの規格、
排出ガス対策区分を見直し

 クローラ式アースオーガの日当り運転時間の変
動に伴い、施工歩掛を見直し



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（２）③ かごマット工（多段積型）【改定】

12

【工法の概要】
本工法は、河岸の浸食防止等を目的に、⾧方形に組み立てられた鉄線かごに栗石・割栗石

等を詰めたかごマットを多段積に設置する工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】
 詰石作業に使用するバックホウの規格、排出ガ
ス対策区分を見直し

 使用機械（規格）の変動による施工歩掛の見直
し



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（２）④ 集排水ボーリング孔洗浄工【改定】

13

【工法の概要】
本工種は、地すべり防止施設における横ボーリング孔及び集水井内での集排水ボーリング

孔（Φ３０ｍｍ～Φ１５０ｍｍ、延⾧１３０ｍ／本）を高圧洗浄機により洗浄する工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】
 洗浄作業に使用する高圧洗浄機の規格、保有区
分を見直し

 使用機械の変動による日当り施工量の見直し



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．（２）⑤ トンネル照明器具清掃工【改定】

14

【工法の概要】
本工法は、高所作業車を使用して、トンネル内に設置されている照明器具の表面及び内面

を人力施工により、清掃する工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】
 人力施工で使用する高所作業車（トラック架
装）の規格、保有区分を見直し

 使用機械の変動による日当り施工量の見直し



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ４．鋼橋製作工の改定

15

 鋼橋製作工の副資材費、鋼橋製作工及び横断歩道橋製作工の歩掛について、製作
現場の実態を踏まえ改定（標準工数等の増）するもの。

【改定箇所一覧】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ

 施工パッケージ型積算方式は、代表的な機械・労務・材料、市場単価（代表機労
材）で構成された「標準単価」を施工単位（１施工パッケージ）毎に設定したも
のである。（積算作業における作業労力の削減のために導入された。）

 「施工合理化調査等の実態調査」の結果を踏まえ、新規工種を４工種制定及び既
存制定工種を１４工種改定するもの。

（１）新規工種の制定（４工種）
① 型枠工（省力化構造）、② 現場取卸工、③ グラウトホール工、
④ 踏掛版設置工

（２）既存制定工種の改定（１４工種）
① 土工［路体（築堤）盛土・路床盛土］、② 土工（ＩＣＴ）［掘削］、
③ 土工（ＩＣＴ）［路体（築堤）盛土・路床盛土］、④ 埋戻工、
⑤ アンカー工（ロータリーパーカッション式）、
⑥ 排水性アスファルト舗装工、⑦ 路側工、⑧ 安定処理工、⑨ 場所打擁壁工、
⑩ 伐木除根工、⑪ 舗装版破砕工、⑫ 舗装版切断工、
⑬ 橋梁補強工（コンクリート巻立て）、⑭ 電線共同溝工（Ｃ・Ｃ・BOX）

５．施工パッケージ型積算基準の制定及び改定

16



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（１）① 型枠工（省力化構造）【制定】

17

【工法の概要】
コンクリート構造物の計上に合わせて型枠材を製作し、コンクリート構造物の形状を定め、

十分な強度を得るまで保護養生し、解体・撤去する。なお、「土木構造物設計マニュアル
（案）ー樋門編ー」に基づき設計された函渠、しゃ水壁、門柱、ゲート操作台、翼壁のうち、
平均設置高３０ｍ以下の型枠（円形型枠、化粧型枠を除く）を設置する工法である。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 適用範囲
• 省力化構造の型枠の製作・加工、組立・設置、
解体・撤去工を新たに制定



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（１）② 現場取卸工【制定】

18

【工法の概要】
鋼桁等（鋼桁・門扉）の現場荷卸し作業で、トレーラから直接架設せずに、地組立や仮置

きをするために現場取卸する場合及び鋼管杭の現場荷卸し作業である。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 適用範囲
• 鋼桁等（鋼桁、門扉）及び鋼管杭の現場取卸し
鋼を新たに制定

 歩掛区分
• クレーン規格が２００ｔ吊以下の場合の鋼桁の
現場取卸

• クレーン規格が６５ｔ吊以下の場合の鋼管杭の
現場取卸



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（１）③ グラウトホール工【制定】

19

【工法の概要】
本工種は、河川工事における樋門・樋管の函体床版下の空洞対策のため、グラウトホール

を施工するものである。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 適用範囲
• 河川工事における樋門・樋管のグラウトホール
設置工を新たに制定（場所打ちコンクリートに
よる樋門・樋管の床版に設置する場合）



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（１）④ 踏掛版設置工【制定】

20

【工法の概要】
橋台や構造物の背面が沈下した場合に舗装に凹凸ができるのを防止するために設ける鉄筋

で補強したコンクリート版であり、アスファルト舗装等が橋台やボックスカルバート等に接
続する場合に、相互の段差を極力抑え快適な走行性を確保するために橋台の背面に設置する
工法である。

【施工フロー】 【主な制定概要】
 適用範囲
• 橋台背面への踏掛版設置工を新たに制定
• 現場打ちの踏掛版の設置
• 厚さ０．３５ｍ以上０．６５ｍ以下の場合



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）① 土工［路体（築堤）盛土・路床盛土【改定】

21

【工法の概要】
本工種は、ブルドーザ及びバックホウ、振動ローラを使用して、路体・築堤、路床の土の

敷均し・締固めを行うものである。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）② 土工（ＩＣＴ）［掘削］ 【改定】

22

【工法の概要】
本工種は、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した３Ｄ－ＭＧ又はＭＣバックホウを使用して

土砂の掘削・積込を行う作業である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）③ 土工（ＩＣＴ）［路体（築堤）盛土・路床盛土］【改定】

23

【工法の概要】
本工種は、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した３Ｄ－ＭＧ又はＭＣブルドーザにを使用し

て路体・築堤、路床の土の敷均し・締固めを行う作業である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）④ 埋戻工【改定】

24

【工法の概要】
本工種は、構造物の築造及び撤去後の床掘り部における埋戻しを行うものである。

【施工フロー】

【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑤ アンカー工（ロータリーパーカッション式） 【改定】

25

【工法の概要】
本工法は、法面に崩壊の恐れがある場合に、ボーリングマシンにより二重管による削孔を

行い、孔内に挿入した引張材（ＰＣ鋼材）の先端にセメントペースト及びセメントモルタル
を注入したアンカー体を作り、引張材とアンカー頭部を通じて構造物と連結させることで抑
止力を与える工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑥ 排水性アスファルト舗装工【改定】

26

【工法の概要】
本工種は、車道に排水性アスファルト舗装を行うもので、瀝青材料を散布後、機械あるい

は人力で排水性アスファルト混合物を敷均し・締固めを行う工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑦ 路側工【改定】

27

【工法の概要】
据付け:プレキャスト製品による歩車道境界ブロック及び地先境界ブロックを据え付ける

もので、モルタル敷均し後に境界ブロックを人力又はバックホウで敷設し、境界
ブロック間にモルタルを詰める。

取外し:プレキャスト製品による歩車道境界ブロック及び地先境界ブロックを取り外すも
ので、取り外したブロックをそのまま処分する場合と、目地モルタル、敷モルタ
ルを取り除き再利用する場合がある。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑧ 安定処理工【改定】

28

【工法の概要】
本工種は、現位置の地表面にセメント系及び石灰系固化材を散布し、バックホウで混合・

敷均し・締固めすることにより、均一な混合処理改良体を造成する工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑨ 場所打擁壁工【改定】

29

【工法の概要】
本工種は、切土や盛土等の土工部分において、用地の制限や地形等の制約があり通常の土

の斜面では安定が保たれない場合に、コンクリート擁壁等により土留めを行うことで、土砂
の崩壊を防ぎ、法面の下部に必要な空間を確保するために構造物を設ける工法である。

【施工フロー（重力式擁壁）】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑩ 伐木除根工【改定】

30

【工法の概要】
本工種は、河川堤防、高水敷又は中州に繁茂している樹木等の伐採・除根を行い、また必

要に応じて除根後に整地を行う工法である。
伐採・除根した樹木は集積、積込みを行う現場外に搬出する。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑪ 舗装版破砕工【改定】

31

【工法の概要】
本工種は、コンクリート舗装版、アスファルト舗装版及びこれらの重複舗装版の破砕作業

及び掘削・積込みの作業である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑫ 舗装版切断工【改定】

32

【工法の概要】
本工種は、コンクリート舗装版、アスファルト舗装版及びこれらの重複舗装版をコンク

リートカッタにより切断する工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑬ 橋梁補強工（コンクリート巻立て）【改定】

33

【工法の概要】
本工種は、ＲＣ橋脚（既設の鉄筋コンクリート橋脚）の補強用コンクリート巻立てを行う

工法である。足場設置後、支柱面に下地処理及び削孔を行いエポキシ樹脂注入剤によりアン
カー材を定着させ、型枠を設置しコンクリートを打設する。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ５．（２）⑭ 電線共同溝工（Ｃ・Ｃ・BOX）【改定】

34

【工法の概要】
本工種は、地下掘削を行い、管路部（電線を管路材に収容する部分）、特殊部（分岐部、

接続部、地上機器部の電線等の出入れ部）を埋設する工法である。

【施工フロー】 【主な改定概要】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ６．移動時間を踏まえた歩掛の改定

35

 朝礼や準備体操、後片付け等は、一日の就業時間に含まれるものであり標準歩掛
に適切に反映するもの。

 路上工事などで常設の作業帯が現場に設けられない工事では、資材基地からの移
動時間を適切に反映するもの。

 令和４年度から施工合理化調査の調査項目として実作業のほか、現場への移動時
間等を詳細に把握するよう調査表の見直しを行っている。

 令和６年度は１１工種に反映している。
①泥水運搬工、②現場取卸工、③グラウトホール工、④踏掛盤版設置工、⑤安定処理工、
⑥場所打擁壁工、⑦伐木除根工、⑧舗装版破砕工、⑨舗装版切断工、
⑩橋梁補強工（コンクリート巻立て）、⑪電線共同溝（Ｃ・Ｃ・ＢＯＸ）



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ７．建設機械等損料の改定

36

 建設機械損料とは、建設業者が所有する建設機械等の償却費、維持管理費、管理
費等を指し、これらのライフサイクルコストを１時間当たり又は１日当たりの金
額で表示した経費のことである。

 実態調査結果を踏まえ、新規機種の追加や既存機種の建設機械損料を改定（２年
に１回の改定）するもの。

【令和６年度 建設機械等損料算定表改定 機械分類別平均変動率表（対令和４年度版）】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ８．地質調査業務の諸経費の改定

37

 実態調査の結果を踏まえ、地質調査業務（一般調査業務費）の諸経費率を改定す
るもの。



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ９．解析等調査業務の歩掛の制定

38

 実態調査の結果を踏まえ、（地質）解析等調査業務の歩掛「計画準備」を制定す
るもの。

【制定内容】



1．〇〇〇のあああああああああああああ１．〇〇〇の××ああああああああああああああああ10．適用スケジュール

39

 土木工事標準積算基準書及び設計業務等標準積算基準書は、１０月１日に改定す
る。

 適用時期について、本県の建設工事（土木工事標準積算基準書）は、公告日又は
指名通知日の前月の基準を適用することとしているため、１１月１日以降に入札
公告又は、指名通知を行う案件から適用となる。

 建設関連業務（設計業務等標準積算基準書）については、１０月１日以降に入札
公告又は、指名通知を行う案件から適用となる。

発注区分
公告又は、指名通知月

９月 １０月 １１月 １２月

建設工事 旧基準 旧基準 新基準 新基準

建設関連業務 旧基準 新基準 新基準 新基準

基準改定
１０月１日



令和６年９月１８日

宮城県土木部事業管理課

「共通仕様書等の改定について」

入札・契約制度改定説明会 配布資料
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2

令和６年度土木工事共通仕様書等改定の概要について

宮城県土木部共通仕様書の改定は、例年４月に改定される国土交通省の共通仕様書を基に行っていること
から、１０月１日施行としている。令和６年度の主な改定概要は以下のとおりである。

１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）
① ワンデーレスポンスに関する条文の追加【国交省の改定に準拠】
② NETISに関する条文の変更【国交省の改定に準拠】
③ 週休二日に関する条文の変更【宮城県土木部の実施要領改定に伴うもの】
④ 建設現場における遠隔臨場に関する条文の追加【特記仕様書から共通仕様書へ移行し標準化】
⑤ コンクリートの湿潤養生期間に関する条文及び図の変更【国交省の改定に準拠】
⑥ 暑中コンクリートにおける打設時のコンクリート温度に関する条文の変更【国交省の改定に準拠】
⑦ 除雪作業日報等の提出に関する条文の変更【国交省の改定に準拠】
⑧ 諸基準類の更新【国交省の改定に準拠】

２ 出来形管理基準
① 既製杭工等の傾斜測定基準の追加【国交省の改定に準拠】

３ 品質管理基準
① コンクリート圧縮強度試験における試験時期の変更【国交省の改定に準拠】

４ 共通仕様書（建設関連業務）
① 諸基準類の更新【国交省の改定に準拠】



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）

3

① ワンデーレスポンスに関する条文の追加【国交省の改定に準拠】

新条文（案）
第１編 共通編
第１章 総則
第１節 総則
１－１－４ ワンデーレスポンス
１．ワンデーレスポンス

発注者及び受注者は、「ワンデー
レスポンス」に努める。

ワンデーレスポンスとは、発注者、
受注者双方において質問・協議等に
対して、１日あるいは適切な期限ま
で回答することをいう。

受発注者間のコミュニケーションを円滑にし、生産性の向上を図るため、ワン
デーレスポンスに関する条文を追加するもの。（ワンデーレスポンスの再徹底を図
るもの）

（現行条文無し）
※ウイークリースタンスにおける
取組内容の一つとして共通仕様書
に記載あり。（１－１－４５）



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）

4

② NETISに関する条文の変更【国交省の改定に準拠】
国交省が策定している「公共工事等における新技術活用システム実施要領」の内容との整

合を図るため、NETISに関する条文を変更するもの。
NETIS登録技術を活用した際に受注者が作成する活用効果調査表の提出方法が発注者への

提出から新技術情報提供システムへの入力・登録に変更するもの。
現行条文
第１編 共通編
第１章 総則
第１節 総則
１－１－１３ 調査・試験に対する協力
５．NETIS

・
・

（１）受注者は、発注者指定型によりNETIS登録技術
の活用が設計図書で指定されている場合は、当該施工
が完了次第活用効果調査表を発注者へ提出しなければ
ならない。
ただし、活用効果評価の結果、継続調査が不要と判断
された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とされ
ている技術）は活用効果調査表の提出を要しない。

（２）受注者は、施工者選定型によりNETIS登録技術
を活用した施工を行う場合、新技術活用計画書を発注
者に提出しなければならない。また、当該施工が完了
次第活用効果調査表を発注者へ提出しなければならな
い。ただし、活用効果評価の結果、継続調査が不要と
判断された技（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とさ
れている技術）は活用効果調査表の提出を要しない。

新条文（案）
第１編 共通編
第１章 総則
第１節 総則
１－１－１３ 調査・試験に対する協力
５．NETIS

・
・

（１）受注者は、発注者指定型によりNETIS登録技術
の活用が設計図書で指定されている場合は、当該施工
が完了次第活用効果調査表を新技術情報提供システム
（以下システムという）にて入力・登録しなければな
らない。ただし、活用効果評価の結果、継続調査が不
要と判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-
VE」とされている技術）は活用効果調査表の入力・登
録を要しない。

（２）受注者は、施工者選定型によりNETIS登録技術
を活用した施工を行う場合、新技術活用計画書を作成
し、施工計画書と共に発注者に提出しなければならな
い。また、当該施工が完了次第活用効果調査表をシス
テムにて入力・登録しなければならない。ただし、活
用効果評価の結果、継続調査が不要と判断された技術
（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とされている技
術）は活用効果調査表の入力・登録を要しない。



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）

5

③ 週休二日に関する条文の変更
「宮城県土木部「週休２日工事」実施要領」において、令和６年４月１日から週休
二日の種別に「交替制」を追加したことから、条文を変更するもの。

現行条文
第１編 共通編
第１章 総則
第１節 総則
１－１－２６ 週休二日の対応

受注者は、契約図書に定めるほか、
発注者との協議により決定し、基本
４週８休以上の休日を確保し実施に
努めなければならない。

新条文（案）
第１編 共通編
第１章 総則
第１節 総則
１－１－２６ 週休二日の対応
１．受注者は、原則「現場閉所型」に

よる４週８休以上の休日を確保す
ること。

ただし、工期や現場条件の制約等
により現場閉所を行うことが困難な
工事については、発注者との協議に
より、「交替制」による４週８休以
上の休日の確保に努めなければなら
ない。

２．前項に定める運用については、
『宮城県土木部「週休２日工事」実
施要領』に基づき実施すること。



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）

6

④ 建設現場における遠隔臨場に関する条文の追加
受発注者の業務を効率化し，契約の適正な履行と円滑な施工確保を図るため、建

設現場におけるＩＣＴ（画像及び音声の配信技術）を活用した遠隔臨場に関する条
文を追加するもの。（特記仕様書から共通仕様書に移行し、市町村も含めて標準化
を図るもの。）

（現行条文無し）
※特記仕様書に記載あり。

新条文（案）
第１編 共通編
第１章 総則
第１節 総則
１－１－４７ 建設現場における遠隔臨場の
実施
１．受注者における「段階確認に伴う手待ち

時間の削減や確認書類の簡素化」や発注者
（監督員）における「現場臨場の削減によ
る効率的な時間の活用」を目的に、受発注
者間協議のもと、立会及び段階確認等にお
いて、動画撮影用のカメラ（ウェアラブル
カメラ等）とWeb 会議システム等を介した
遠隔臨場の実施に努めなければならない。

２．前項に定める運用については、『建設現
場等における遠隔臨場に関する実施要領』
に基づき実施すること。



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）

7

⑤ コンクリートの湿潤養生期間に関する条文及び表の変更
【国交省の改定に準拠】
コンクリート標準示方書の改訂に伴い、中庸熱ポルトランドセメント及び低熱ポル
トランドセメントの湿潤養生期間が新たに設定されたことから、条文及び表を変更
するもの。
現行条文
第１編 共通編
第３章 無筋・鉄筋コンクリート
第６節 運搬・打設
３－６－９ 養生
２．湿潤状態の保持

受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に
応じた適切な養生方法により、一定期間は十分な湿潤
状態に保たなければならない。養生期間は、使用する
セメントの種類や養生期間中の環境温度等に応じて適
切に定めなければならない。通常のコンクリート工事
におけるコンクリートの湿潤養生期間は、表３－３を
標準とする。

なお、中庸熱ポルトランドセメントや低熱ポルトラ
ンドセメント等の表３－３に示されていないセメント
を使用する場合には、湿潤養生期間に関して監督職員
と協議しなければならない。

新条文（案）
第１編 共通編
第３章 無筋・鉄筋コンクリート
第６節 運搬・打設
３－６－９ 養生
２．湿潤状態の保持

受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に
応じた適切な養生方法により、一定期間は十分な湿潤
状態に保たなければならない。養生期間は、使用する
セメントの種類や養生期間中の環境温度等に応じて、
施工実績、信頼できるデータ、あるいは試験等により
定めるものとする。通常のコンクリート工事における
コンクリートの湿潤養生期間は、表３－３を目安とす
る。



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）
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⑥ 暑中コンクリートにおける打設時のコンクリート温度に関する条文の変更
【国交省の改定に準拠】

打設時のコンクリート温度が35℃を超える暑中コンクリートにおける施工管理基
準がコンクリート標準示方書に新たに定められたことから、暑中コンクリートにお
ける打設時のコンクリート温度に関する条文を変更するもの。

現行条文
第１編 共通編
第３章 無筋・鉄筋コンクリート
第９節 暑中コンクリート
３－９－３ 養生
３．打設時のコンクリート温度

打設時のコンクリート温度は、
35℃以下とする。コンクリート温
度がこの上限値を超える場合には、
コンクリートが所要の品質を確保で
きることを確かめなければならない。

新条文（案）
第１編 共通編
第３章 無筋・鉄筋コンクリート
第９節 暑中コンクリート
３－９－３ 養生
３．打設時のコンクリート温度

打設時のコンクリート温度は、原
則35℃以下とする。

なお、打設時のコンクリート温度
が35℃を超える場合には、38℃を
上限とし、かつコンクリート標準示
方書で定める所定の品質を確保しな
ければならない。



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）
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⑦ 除雪作業日報等の提出に関する条文の変更【国交省の改定に準拠】
除雪作業日報等の提出期限について、現在は作業日の翌日と定めているが、国交省
の改定に準拠し、提出期限を緩和することから、条文を変更するもの。

現行条文
第８編 道路編
第１５章 雪寒
第３節 除融雪工
１５－３－１ 一般事項
７．報告書

受注者は、各作業の終了後、速や
かに作業の終了と作業時の状況を監
督職員に連絡するものとし、翌日ま
でに設計図書に示す様式により除融
雪作業日報、運転記録紙等を監督職
員に提出しなければならない。

また、各月の終了後、速やかに設
計図書に示す様式により除融雪月報
を監督職員に提出しなければならな
い。

新条文（案）
第８編 道路編
第１５章 雪寒
第３節 除融雪工
１５－３－１ 一般事項
７．報告書

受注者は、各作業の終了後、速や
かに作業の終了と作業時の状況を監
督職員に連絡しなければならない。

また、設計図書に示す様式により
除雪作業日報、運転記録紙、除融雪
月報等を監督職員が指定する期日ま
でに提出しなければならない。



１ 共通仕様書（土木工事編Ⅰ）
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⑧ 諸基準類の更新【国交省の改定に準拠】
共通仕様書に引用している諸基準類について、更新するもの。

区分 発行機関 諸基準類 改訂年月
更新 土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）

[2017年制定]⇒[2023年制定]
平成30年3月
⇒令和5年3月

更新 土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）
[2017年制定]⇒[2023年制定]

平成30年3月
⇒令和5年9月

更新 土木学会 コンクリート標準示方書（規準編）
[2018年制定]⇒[2023年制定]

平成31年10月
⇒令和5年9月

更新 土木学会 コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）
[2013年制定]⇒[2023年制定]

平成25年10月
⇒令和５年９月

更新 土木学会 舗装標準示方書
[2015年制定]⇒[2023年制定]

平成27年10月
⇒令和5年10月

更新 日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧 平成9年12月
⇒令和5年2月

更新 環境省 水質汚濁に係る環境基準 令和3年10月
⇒令和5年3月

更新 労働省 騒音障害防止のためのガイドライン 令和4年10月
⇒令和5年4月



２ 出来形管理基準
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① 既製杭工等の傾斜測定基準の追加【国交省の改定に準拠】
既製杭工等の測定項目である傾斜について、杭基礎施工便覧に基づき、測定基準を
明確化するために追記するもの。

工種

既製杭工
（既製コンクリート杭）
（鋼管杭）
（H鋼杭）

測定項目 規格値 測定基準 測定箇所 摘要
基準高▽ ±５０ 全数について杭中心で測定。

傾斜は、縦断方向（道路線形
方向、橋軸方向等）とそれに
直交する横断方向の２方向で
測定。

「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づ
き出来形管理を実施する場合
は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方
法により出来形管理を実施す
ることができる。

根入⾧ 設計値以上

偏心量ｄ Ｄ/４以内かつ
１００以内

傾斜 １／１００以内

※場所打杭工、深礎工についても同様に傾斜の測定基準を明確化。



３ 品質管理基準
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① コンクリート圧縮強度試験における試験時期の変更【国交省の改定に準拠】
JISの改訂に伴い、コンクリート圧縮強度試験の試験時期・頻度を変更するもの。

工種 種別 試験区分 試験項目 試験方法
１ セメント・コンクリート 施工 必須 コンクリートの圧縮強度試験 JIS A 1108

規格値 試験時期・頻度 摘要 試験成績
表等によ
る確認

適用基準

1回の試験結果は指定し
た呼び強度の85％以上で
あること。
3回の試験結果の平均値
は、指定した呼び強度以
上であること。
（1回の試験結果は、3個
の供試体の試験値の平均
値）

・荷卸し時または、工場出
荷時に運搬車から採取した
試料
１回／日以上、構造物の重
要度と工事の規模に応じて
20から150m3ごとに1回
なお、テストピースは打設
場所で採取し、1回につき
標準養生と現場養生の各6
個（σ7･･･3個、σ28･･･3
個）の計１２個とする。
・早強セメントを使用する
場合には、必要に応じて1
回につき3個（σ３）を追加
で採取する

・小規模工種※で1工種当りの
総使用量が50㎥未満の場合は1
工種1回以上の試験、またはレ
ディーミクストコンクリート
工場の品質証明書等のみとす
ることができる。1工種当たり
の総使用量が50㎥以上の場合
は、50㎥ごとに1回の試験を行
う。
※小規模工種とは、以下の工
種を除く工種とする。（橋台、
橋脚、杭類（場所打杭、井筒
基礎等）、橋梁上部工（桁、
床版、高欄等）、擁壁工（高
さ1m以）、函渠工、樋門、樋
管、水門、水路（内幅2.0m以
上）、護岸、ダム及び堰、ト
ンネル、舗装、その他これら
に類する工種及び特記仕様書
で指定された工種）

○



４ 共通仕様書（建設関連業務）
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① 諸基準類の更新【国交省の改定に準拠】
共通仕様書に引用している諸基準類について、更新するもの。

区分 発行機関 諸基準類 改訂年月
更新 国土交通省 測量成果電子納品要領 平成30年3月

⇒令和6年3月
更新 国土交通省 電子納品運用ガイドライン【測量編】 令和3年3月

⇒令和6年3月
更新 国土交通省 電子納品運用ガイドライン【業務編】 令和2年3月

⇒令和6年3月
更新 国土交通省 土木工事安全施工技術指針 令和5年3月

⇒令和6年3月
更新 宮城県土木部 共通仕様書（土木工事編Ⅰ・Ⅱ） 令和5年10月

⇒令和6年10月



〇







下請承認手続きの徹底について

宮城県建設工事において、受注者が下請契約を行う場合
は、「宮城県建設工事元請・下請関係適正化要綱」に基づき
事前に下請承認手続きが必要です。

手続きを怠った場合は、指名停止措置要件に該当する契
約違反行為となります。

適切な施工体制を徹底し、事故防止を図るため、受注者は
「宮城県建設工事元請・下請関係適正化要綱」を理解すると
ともに、遵守するようお願いします。

←宮城県出納局契約課
リーフレット


